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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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【電話番号】 03-3265-4661(代表)

【事務連絡者氏名】 経理部長 前 澤 孝

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区九段北四丁目２番28号

【電話番号】 03-3265-4661(代表)

【事務連絡者氏名】 経理部長 前 澤 孝

【縦覧に供する場所】 株式会社ナカノフドー建設 名古屋支社

　(名古屋市中区丸の内三丁目20番３号)

株式会社ナカノフドー建設 大阪支社

　(大阪市西区阿波座二丁目４番23号)

株式会社ナカノフドー建設 東関東支店

　(千葉市中央区富士見二丁目15番１号)
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第81期

第１四半期
連結累計期間

第82期
第１四半期
連結累計期間

第81期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

自 2023年４月１日
至 2023年６月30日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (百万円) 25,264 24,649 114,459

経常利益 (百万円) 664 583 3,134

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 354 338 1,914

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 884 1,122 2,602

純資産額 (百万円) 36,117 38,514 37,839

総資産額 (百万円) 78,087 81,060 79,673

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 10.32 9.84 55.72

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.8 45.8 45.9

　
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識

している主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更

はない。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

(1) 経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益を背景に設備投資が持ち直しているうえ、

雇用や所得環境の改善により個人消費も増加基調で、全体として緩やかな景気の回復が続いているが、先行きに

ついては、インフレによる個人消費の減退や設備投資計画の見直しが懸念される。また海外では、長期化する高

金利政策による欧米経済の減速、不動産デフレが重荷となっている中国経済の失速、途上国の債務負担増加、世

界的な半導体市場の落ち込み等、景気下振れ材料が多く、世界経済が同時に後退する懸念が高まっている。

国内建設市場においては、2024年３月期は住宅着工件数の若干の減少が見込まれるが、官庁工事や民間製造業

等の設備投資需要は旺盛で、当面は高水準の建設投資が続くと予想されている。しかしながら、建築コストの高

止まりや労務不足等の諸課題に加え、2024年４月から始まる労働時間規制への対応にも直面しており、建設業界

を取り巻く環境は、受注面、収益面でより一層難しくなっている。

このような状況のなか、当社グループは、新中期経営計画「中計83」の主要施策に基づき、技術力の向上、Ｄ

Ｘ推進による生産性向上、リノベーション工事や官庁工事の受注拡大に努めるとともに、自律型人財の育成強化

やワークエンゲイジメントの向上にも取組んできた。

当第１四半期連結累計期間の経営成績は以下のとおりとなった。

売上高は、前年同四半期に比べ６億14百万円減少し、246億49百万円(前年同四半期比2.4%減)となった。売上高

の内容として、前年同四半期に比べ、建設事業は６億40百万円減少し、243億12百万円(前年同四半期比2.6%減)と

なり、不動産事業他は25百万円増加し、３億37百万円(前年同四半期比8.2%増)となった。

営業利益は、３億61百万円(前年同四半期比24.6%減)となった。経常利益は、５億83百万円(前年同四半期比

12.2%減)となった。また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、３億38百万円(前年同四半期比4.7%減)となっ

た。

当第１四半期連結累計期間において、建設事業受注高は、前年同四半期に比べ、国内建設事業は増加し、海外

建設事業は減少している。また、建設事業売上高及び営業利益は、国内建設事業は、前年同四半期に比べ、増収

ながらも減益となり、海外建設事業は、減収となっているが、赤字要因の減少により損益は回復しつつある。海

外建設事業においては、手持ち工事の今後の進捗によりセグメント利益の黒字化を目指す。
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セグメントごとの経営成績は次のとおりである。(セグメント間の内部売上高等を含めて記載している。)

建設事業

日本

当社グループの建設事業の日本における受注高は、153億62百万円(前年同四半期比12.6%増)となった。

売上高は、前年同四半期に比べ８億88百万円増加し、183億39百万円(前年同四半期比5.1%増)となり、売上

高は増加したものの、工事採算の低下などにより、営業利益は、前年同四半期に比べ２億59百万円減少し、

２億64百万円(前年同四半期比49.5%減)となった。

東南アジア

当社グループの建設事業の東南アジアにおける受注高は、30億81百万円(前年同四半期比58.2%減)となっ

た。

売上高は、前年同四半期に比べ15億28百万円減少し、59億72百万円(前年同四半期比20.4%減)となり、売上

高の減少などにより、営業損失は、26百万円(前年同四半期 営業損失１億63百万円)となった。

不動産事業

日本

賃貸事業を中心とする不動産事業の日本における売上高は、前年同四半期に比べ20百万円増加し、３億８

百万円(前年同四半期比7.2%増)となり、売上高の増加により、営業利益は、前年同四半期に比べ４百万円増

加し、１億18百万円(前年同四半期比4.0%増)となった。

東南アジア

不動産事業の東南アジアにおける売上高は、前年同四半期に比べ０百万円増加し、０百万円(前年同四半期

比52.7%増)となり、営業利益は、０百万円(前年同四半期 営業損失０百万円)となった。

その他の事業

その他の事業の売上高は、前年同四半期に比べ４百万円増加し、30百万円(前年同四半期比17.5%増)とな

り、営業利益は、前年同四半期に比べ１百万円減少し、５百万円(前年同四半期比21.8%減)となった。

(2) 財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末の資産の部は、前連結会計年度末に比べ13億87百万円増加し、810億60百万円とな

った。これは、「受取手形・完成工事未収入金等」が15億36百万円減少したが、「現金預金」が20億77百万円、

「未成工事支出金」が４億44百万円及び「投資有価証券」が３億31百万円それぞれ増加したことなどによるもの

である。

負債の部は、前連結会計年度末に比べ７億12百万円増加し、425億46百万円となった。これは「支払手形・工事

未払金等」が７億69百万円及び「引当金」が５億６百万円それぞれ減少したが、「未成工事受入金」が19億34百

万円増加したことなどによるものである。

純資産の部は、前連結会計年度末に比べ６億75百万円増加し、385億14百万円となった。これは、「親会社株主

に帰属する四半期純利益」３億38百万円の計上及び為替の変動による為替換算調整勘定の影響などによるもので

ある。

また、自己資本比率については、前連結会計年度末の45.9%から45.8%となった。

当社グループの連結自己資本については、中期経営計画「中計83」の目標達成のために、引き続き、主要施策

を着実に遂行する。
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(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループにおける運転資金及び設備投資資金の調達は、自己資金及び借入金によっている。

なお、重要な資本的支出の予定はない。

(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重

要な変更はない。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した対処すべき事業上及び財務上の課題はない。

また、対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更も行っていない。

(6) 研究開発活動

建設事業

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は41百万円であった。

なお、連結子会社においては、研究開発活動は特段行っていない。

不動産事業及びその他の事業

研究開発活動は特段行っていない。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 154,792,300

計 154,792,300

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,498,097 34,498,097
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株である。

計 34,498,097 34,498,097 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　

該当事項はない。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

　

該当事項はない。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項はない。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年４月１日～
2023年６月30日

― 34,498,097 ― 5,061 ― 1,400

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないため、直前の基準日である2023年３月31日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 131,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

343,008 ―
34,300,800

単元未満株式 普通株式 66,297 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 34,498,097 ― ―

総株主の議決権 ― 343,008 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそ

れぞれ1,600株(議決権16個)及び50株含まれている。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式75株が含まれている。

② 【自己株式等】

2023年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ナカノフドー建設

東京都千代田区
九段北四丁目２番28号

131,000 ― 131,000 0.38

計 ― 131,000 ― 131,000 0.38

２ 【役員の状況】

　

該当事項はない。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2023年４月１日から2023年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、和泉監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 27,902 29,980

受取手形・完成工事未収入金等 22,182 20,646

未成工事支出金 1,219 1,663

その他の棚卸資産 56 56

その他 3,123 3,159

貸倒引当金 △164 △154

流動資産合計 54,320 55,352

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 6,323 6,298

土地 11,722 11,722

その他（純額） 635 650

建設仮勘定 9 3

有形固定資産合計 18,691 18,675

無形固定資産 1,717 1,754

投資その他の資産

投資有価証券 3,649 3,980

退職給付に係る資産 729 735

その他 583 580

貸倒引当金 △17 △17

投資その他の資産合計 4,944 5,279

固定資産合計 25,352 25,708

資産合計 79,673 81,060
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 24,661 23,891

短期借入金 618 618

未払法人税等 508 210

未成工事受入金 10,928 12,863

引当金 1,870 1,363

その他 1,108 1,169

流動負債合計 39,694 40,116

固定負債

長期借入金 353 353

繰延税金負債 677 924

引当金 45 46

退職給付に係る負債 257 278

その他 805 827

固定負債合計 2,139 2,429

負債合計 41,834 42,546

純資産の部

株主資本

資本金 5,061 5,061

資本剰余金 1,400 1,400

利益剰余金 28,201 28,092

自己株式 △35 △35

株主資本合計 34,627 34,519

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 901 1,123

為替換算調整勘定 633 1,132

退職給付に係る調整累計額 392 373

その他の包括利益累計額合計 1,927 2,630

非支配株主持分 1,283 1,365

純資産合計 37,839 38,514

負債純資産合計 79,673 81,060
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

売上高 25,264 24,649

売上原価 23,317 22,636

売上総利益 1,947 2,013

販売費及び一般管理費 1,468 1,652

営業利益 479 361

営業外収益

受取利息 19 65

受取配当金 28 32

為替差益 138 111

その他 3 17

営業外収益合計 189 226

営業外費用

支払利息 3 3

その他 - 0

営業外費用合計 3 4

経常利益 664 583

特別利益

固定資産売却益 0 0

補助金収入 8 -

その他 0 0

特別利益合計 8 0

特別損失

減損損失 62 -

訴訟関連損失 - 12

調査関連費用 49 -

その他 0 2

特別損失合計 112 14

税金等調整前四半期純利益 561 568

法人税、住民税及び事業税 122 38

法人税等調整額 119 163

法人税等合計 242 201

四半期純利益 319 366

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失(△)

△35 28

親会社株主に帰属する四半期純利益 354 338
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

四半期純利益 319 366

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △46 221

為替換算調整勘定 619 551

退職給付に係る調整額 △8 △18

その他の包括利益合計 564 755

四半期包括利益 884 1,122

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 867 1,040

非支配株主に係る四半期包括利益 16 81
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はない。

(四半期連結貸借対照表関係)

　

保証債務

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

ナカノシンガポール(PTE.)LTD.及
びその子会社の受注工事に係る金
融機関等の工事履行保証に対する
債務保証

3,130百万円 2,876百万円

関連会社の金融機関からの借入に
対する債務保証

15百万円 14百万円

前金保証 ―百万円 78百万円

　 計 3,146百万円 2,969百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

　なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれ

んの償却額は、次のとおりである。

前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

減価償却費 127百万円 131百万円

のれんの償却額 ―百万円 23百万円
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(株主資本等関係)

　

前第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 343 10.00 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　 該当事項はない。

当第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 446 13.00 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　 該当事項はない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
の事業
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額

建設事業 不動産事業

日本
東南
アジア

計 日本
東南
アジア

計

売上高

外部顧客への売上高 17,450 7,501 24,952 285 0 285 26 25,264 ― 25,264

セグメント間の
内部売上高又は振替高

0 ― 0 2 ― 2 ― 2 △2 ―

計 17,451 7,501 24,952 287 0 287 26 25,266 △2 25,264

セグメント利益
又は損失(△) (注)３

524 △163 360 113 △0 113 6 479 △0 479

(注) １ 「その他の事業」は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業及び保険代理業で

ある。

２ セグメント間取引消去によるものである。

３ セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整している。

当第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
の事業
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額

建設事業 不動産事業

日本
東南
アジア

計 日本
東南
アジア

計

売上高

外部顧客への売上高 18,339 5,972 24,312 306 0 307 30 24,649 ― 24,649

セグメント間の
内部売上高又は振替高

― ― ― 1 ― 1 ― 1 △1 ―

計 18,339 5,972 24,312 308 0 308 30 24,651 △1 24,649

セグメント利益
又は損失(△) (注)３

264 △26 238 118 0 118 5 361 △0 361

(注) １ 「その他の事業」は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、再生可能エネルギー事業(太陽

光・風力発電事業)及び保険代理業等である。

２ セグメント間取引消去によるものである。

３ セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整している。

　



― 16 ―

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日）

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
の事業
(注)

合計建設事業 不動産事業

日本
東南
アジア

計 日本
東南
アジア

計

一時点で移転される財 1,044 ― 1,044 0 ― 0 26 1,070

一定の期間にわたり移転される
財

16,406 7,501 23,908 2 ― 2 ― 23,911

顧客との契約から生じる収益 17,450 7,501 24,952 2 ― 2 26 24,981

その他の収益 ― ― ― 282 0 283 ― 283

外部顧客への売上高 17,450 7,501 24,952 285 0 285 26 25,264

(注) 「その他の事業」は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業及び保険代理業であ

る。

当第１四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年６月30日）

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
の事業
(注)

合計建設事業 不動産事業

日本
東南
アジア

計 日本
東南
アジア

計

一時点で移転される財 1,033 ― 1,033 1 ― 1 30 1,065

一定の期間にわたり移転される
財

17,305 5,972 23,278 3 ― 3 0 23,282

顧客との契約から生じる収益 18,339 5,972 24,312 4 ― 4 30 24,347

その他の収益 ― ― ― 301 0 302 ― 302

外部顧客への売上高 18,339 5,972 24,312 306 0 307 30 24,649

(注) 「その他の事業」は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、再生可能エネルギー事業(太陽光・

風力発電事業)及び保険代理業等である。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

１株当たり四半期純利益 (円) 10.32 9.84

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 354 338

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純利益

(百万円) 354 338

普通株式の期中平均株式数 (千株) 34,367 34,366

　
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。

(重要な後発事象)

該当事項はない。

２ 【その他】

該当事項はない。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年８月10日

株式会社ナカノフドー建設

　 取 締 役 会 御中

和 泉 監 査 法 人

東京都新宿区

代表社員
業務執行社員

公認会計士 松 藤 悠

代表社員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 義 仁

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナカノ

フドー建設の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2023年４月１日から

2023年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナカノフドー建設及び連結子会社の2023年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
　

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年８月10日

【会社名】 株式会社ナカノフドー建設

【英訳名】 NAKANO CORPORATION

【代表者の役職氏名】 取締役社長 飯 塚 隆

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 東京都千代田区九段北四丁目２番28号

【縦覧に供する場所】 株式会社ナカノフドー建設 名古屋支社

　(名古屋市中区丸の内三丁目20番３号)

株式会社ナカノフドー建設 大阪支社

　(大阪市西区阿波座二丁目４番23号)

株式会社ナカノフドー建設 東関東支店

　(千葉市中央区富士見二丁目15番１号)

株式会社ナカノフドー建設 北関東支店

　(さいたま市浦和区岸町七丁目９番17号)

株式会社ナカノフドー建設 横浜支店

　(横浜市中区相生町六丁目104番地)

株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社取締役社長飯塚 隆は、当社の第82期第１四半期(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)の四半期報告書

の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　


